《宝塚市勤勉手当経過》

本件は、宝塚市の住民である控訴人が、宝塚市が勤務評定を行っていないにもかかわらず、2005年度において、職員に勤勉手当を支給し、職員を普通昇給させたことは違法であるとして、宝塚市長に対し、不当利得返還請求権を行使することの義務付けを求めた事案です。

大阪高裁は、以下のとおり、本件勤勉手当等（注）支給の前提とされた勤務評定が著しく不当であるとはいえず、任命権者の裁量権の範囲内に属するものであったというべきであり、違法とまではいえない、と判示しました。
１　本件勤勉手当の支給の際には、欠勤日数等（欠勤日数、育児休業、分限休業及び療養休暇の取得日数）に応じて機械的に成績率が定められたが、欠勤日数等も勤務評定の際の考慮要素の一つには含まれるもので、僅かではあるが差が生じているから、勤務評定としては必ずしも十分とはいえないとしても、この限りでは、勤勉手当の額に勤務成績が反映されたということができる。
２　本件昇給の際、普通昇給しなかった者（休日及び有給休暇以外の事由によって勤務日の６分の１以上に相当する日数を勤務しなかったり、停職・減給又は戒告処分を受けた者等)は対象職員1516名のうち46名であったから、勤務評定としては必ずしも十分とはいえないとしても、この限りでは、本件昇給の対象職員の選定に勤務実績が反映されたということができる。
３(1)　本件勤勉手当等の支給がなされた2005年当時は、管理職員を対象に2003年度ころから2005年度にかけて人事評価制度が段階的に導入され、試行的な運用が始まったばかりの時期であった。
３(2)　従来の職員団体との交渉のいきさつからみて、勤務の実績や職員の能力、資質に踏み込んだ勤務評定制度について直ちに職員の理解を得るのは困難な状況にあった。
３(3)　宝塚市が段階的な導入を試みている状況からは、上記勤務評定を導入しなければ行政に著しい支障を生じる緊急の必要性がある状況にはなかったと窺える。
４　本件勤勉手当等の支給に関しては、評定された職員の成績率では標準的な成績率を下回る者の人員が少なかった一方で、これを超える者は皆無であって、この評定によりことさら人件費の支出がかさんだという事情も窺えない。

　以上のとおり、本件勤勉手当等の支給が違法であったとはいえないとして、本件控訴は棄却されました。

（注）　「本件勤勉手当等」とは、2005年度中に支給された勤勉手当及び2005年度中に支給された給与のうち2005年度中の普通昇給により増額した額をいいます。
